
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書
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1 事業の成果
(1)医療教育に関する調査研究事業

臨床研修医を対象に実施している「基本的臨床能力評価試験 (GM― ITE)」 は 10年目を迎え、全国 593施設
から7,669名 の研修医が参加。研修医全体の約半数が参加する試験となり、医療機関における臨床研修プ
ログラムの評価、改善に役立てられている。
また、GM―ITEの試験結果データを用いた医学教育に関する研究を支援。令和 2年度は 6つの研究計画、2

本の研究論文発表に協力した。
(2)医療教育に関する普及啓発事業

GM―ITEの試験結果から得られたデータを、臨床研修プログラムの評価、改善に役立てるためのシンポジウ
ムをオンライン形式で開催。全国から約 100名 の臨床研修担当者が参加した。
(3)医療教育に関する支援事業

総合診療医の育成を目的に年 10回のプログラムで開催している「総合診療スキルアップセミナー」は、
新型コロナウイルスの感染拡大を受け、令和 2年 4月 及び 5月 の開催を中止し、6月 からオンライン形式
で再開した。年 8回の開催でのべ 331名 が参加した。

2 事業の実施に関する事項
1 る

2

受益

対象者
範囲

受益

対象者
人数

事業費
(千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 場所
従事者
人数

593施設
7,669名

15,242

臨床研修医を対象とした

臨床能力評価試験 「基本
的 臨床 能 力 評 価 試 験
(GM― ITE)」 及び試験結果

を用いた調査研究の実施

令和 3年 1

月

日時

全国臨床
研修病院

オンライ
ン

4名
臨床研修
医、臨床
研修病院

医療教育に関
する調査研究
事業

1,590令和 2年 9

月
4名

病院長、
研修管理
責任者
他

92名
医療教育に関
する普及啓発
事業

GM―ITEを用いた臨床研
修プログラムの評価、改
善を目的としたシンポジ

ウムの開催

オンライ
ン

4名 医師
σ)´ミ331

名
8,702医療教育に関

する支援事業

総合診療医の育成を目的
とした、医師対象の教育
セミナーの開催

令和 2年、
6月 、7月 、
9月 、10月 、
11月 、令和
3年 1月 、2

月、3月 (計

8回開催)

日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容



書式第 13号 (法第 28条関係 )

【B 常 費 用

(2)その他経費

荷造運賃費

2

令和 2年度 活動計算書 (その他事業が挫 場合)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本医療教育プログラム推進機構

金  額 小計・合計科 目

ｎ

）

ｎ

Ｖ

12,4571236

2,000,000

457,236

38,111,000

460,000

5,919,832

44:490,382

216

270

486

46,948,554経 常 収 益 計

【A】 経 常

2it495,117

231,400

260,000

0

3,717

0

12,733,000

1,743,313

19,602

550,882

6,297,991

750,000

635,480

309,000

23,030,2681

25,534,385

(2)

出向者給与等負担金

役員報酬

法定福利費

(1)人件費

給料手当

外注費

荷造運賃費

旅費交通費

消耗品費

支払手数料

リース料

賃借料

F理費

2,598,868

0

1,160,000

1,000,000

279,971

158,897

(1)人件費

給料手当

出向者給与等負担金

役員報酬

法定福利費

通勤交通費

161,589

6,315,

2 受取書附金

1 受取会費

持続化給付金

家賃支援給付金

4 事業収益

医療教育に関する調査研究事業収益

医療教育に関する普及啓発事業収益

医療教育に関する支援事業収益

5 その他の収益

受取利息

雑収入



旅費交通費

消耗品費

支払手数料

リース料

減価償却費

交際費

会議費

通信費

修繕費

水道光熱費

新聞図書費

地代家賃

租税公課

業務委託料

209,889

381,808

176,663

150,000

853,688

6,653

9,753

109,036

40,000

283,791

25,680

1,371,720

600

1,920,000

615,000

経 常 外 収 益 計

【D □

外

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ― 【D】 ・・・②

18.622.355

法人税、住民税及び事業税 ・・・④

⑤

目□



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本医療教育プログラム推進機構

金  額 小計・合計科 目

36,681,134

36,681,134

36i681,134

13

13

1,798,586

47,586

1,751.000

472,150

472,150

2.270,749

【A】 資 産 の 部

38.951.883【A

1,380,735

933,400

4,408,605

94,907

6,817,647

6,317,647

1,012,450

1,012,450

1,0112:450

7,830,097負 債 合 計 ③+④

【B-1】 負 債 の

18,622,355

12,499,431

31,121,786

【B-2】 正 味 財 産 の 部

正 味 財 産 合 計

+【 B-2】 38,951,881【B 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 B-1

1

区互∃

2

(1)

匡証王エコ

2)無移固定資産

商標権

ソフトウェア

(3)

口団□

1

未払金

未払消費税等

前受金

預り金

2

長期借入金



書式第 16号 (法第 28条関係)

令和 2年度 計算書類の注記
特定非営利活動法人日本医療敏青プログラム推進機構

1.重要な会計方針

計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年7月 20日 、2017年 12月 12日 最終改正 PO法人会計基準協議会)

によつています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法
。有形固定資産・・・建物・建物附属設備 。構築物は定額法、その他の有形固定資産は定率法を採用しています。

・ 無形固定資産・・・定額法を採用しています。
(3)引 当金の計上基準

・ 貸倒引当金・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法人税法の規定による法定繰入率

により計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上しています。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

・ 該当なし

(5)消費税等の会計処理

・ 税抜き経理を採用しています。

2.事業別損益の状況

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

出向者給与等負担金

役員報酬

法定福利費

通勤交通費

人件費計
(2)その他経費

外注費

荷造運賃費

旅費交通費

消耗品費

支払手数料

リース料

賃借料

減価償却費

交際費

会議費

通信費

修繕費

水道光熱費

新聞図書費

7,983,000

1,558,818

9,801

361,006

3,391,611

525,000

0

309,000

0

0

0

0

0

0

400,000

184,495

2,673

102,463

72,728

75,000

584,450

0

0

0

0

0

0

0

4,350,000

0

7,128

87,413

2,833,652

150,000

51,030

0

0

0

0

0

0

0

12,733,000

1,743,313

19,602

550,882

6,297,991

750,000

635,480

309,000

0

0

0

0

0

0

0

161,589

209,889

381,808

176,663

150,000

0

853,688

6,653

9,753

109,036

40,000

283,791

25,680

12,733,000

1,904,902

229,491

932,690

6,474,654

900,000

635,480

1,162,688

6,653

9,753

109,036

40,000

283,791

25,,680

事 業 報 告 用

合計

医療教育に

関する普及

啓発事業

医療教育に

関する支援

事業

事業部門計 管理部門科 目

医療教育に

関する調査

研究事業

0

0

0

44,490,832

0

３

　

　

８

２

　

　

４

0

0

2,457,236

44,490,832

486

0

0

0

38,111,000

0

＾
υ４

＾

Ａ
Ｖ

44,490,832 2,457,722 46,948,55438,111,000 460,000 5,919,832

0

1,160,000

1,000,000

279,971

158.897

1,231,400

2,420,000

1,000,000

283,688

158,897

28,000

140,000

0

0

0

591,600

630,000

0

1,859

0

1,231,400

1,260,000

0

3,717

0

611,800

490,000

0

1,858

0

2,495,117 2,598,868 5,093,9851,103,658 168,000 1,223,459



809
＾
Ｖ

（
０ 738 123

447 016

地代家賃

租税公課

業務委託料

支払報酬料

その他経費計

経常費用計

1,371, 1,371,720

600600

1,920, 1,920,

3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

4.使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。

当法人の正味財産は31,121,786円 ですが、そのうち ― 円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は31,121,786円 です。

5.固定資産の増減内訳

6.借入金の増減内訳

7.役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

内 容 金額 算定方法

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計

科 目 減価償却累計額

13,845,

267,8

309,

期末帳簿価額

47,586

1,751,000

0

749

有形固定資産

工具器具備品

無形固定資産

商標権

ソフトウェア

特許権

投資その他の資産

保証料

合計

0

400 167 905

13,845,683 13,845,

150,400

2,060,000

0

0

15,017,505

150,400

165,

15,017,

150,

315,

2,060,

科 目 期首残高 当期借 入 当期波済 期末残高

4.612.450 3.600.000 1.012.450

4.612.450 3.600.000 1.012.450

長期借入金

合計

科 目 計算書類に 内、役員と 内、近親者



1 450 01 450

長期借入金

貸借対照表計

1 450 01 450

8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本医療教育プログラム推進機構

(単位 :円 )

の

681,1

現金預金

ジャバンネット銀行/普通預金 (4口座計)

三井住友銀行/普通預金

36,681,134

36,577,417

1 717

(1) 1

璽正
=五

日 13

13

2)

面回日 47,586

ン 47,586

ソフトウェア

試験問題管理システム

1,751,000

1,751,000

(3)

保証料

本店事務所

472,150

150

38.951.883

【B-1 の

1

未払金

3月分給与

3月分講師謝礼

3月分業務委託料

1,380,735

95,280

350,000

830,119

1 336

未払消費税等 933,400

令和3 ロ 400

前受金

令和 3年 4月 ～令和4

4,408,605

3 ミ 4,408,605

預り金

源泉所得税

94,907

94,907

長期借入金 1,012,450

1 01 450

6.317=647

: Ci,817:647

1,012,450

1」 012.450

【B-1 負 債  1 7_830_097

【B-2 正 味 躙 31_121_78



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

1位i塑壁!口:コ動2:型1」:ヨ嘔:量数i=:狂!堕:ユ:」1国!堕!壁 |

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

口以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

口各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

理 事 監 事
イシパシ サ トシ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月 日

日年 月石橋 哲

つ

ろ

監事
イチムラ コウイチ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年 月 日市村 公一

０
０

監 事理事
クロカワ キヨシ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年 月

月

日

日年黒川 清

4 監事理 事

コン アキヒデ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日今 明秀

5
監 事

トクダ ヤスハル 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年 月 日徳田 安春

′
０

監事理事
ナカムラ ヨシヒコ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日中村 敬彦

７

〓
監事

ホッタ トモミツ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月 日

日年 月堀田 知光

６
０

監 事理 事

マツムラ タダシ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日松村 理司

Ｏ

υ

監 事理事
ミノワ ヨシユキ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日箕輪 良行

10 監 事
l<)-rt rtvt 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年 月 日山中 克郎

理事



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

11 監事理事
オオクボ カズオ

大久保 和夫

令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年 月
日

【



書式第 4号 (法第 10条 0第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

1壼i聾.饉1凶ヨ !勤ii型|」lコ1嘔i墨数 1饉:左:堕:ユ:」1国:墨1整

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 石橋 哲

2 市村 公一

3 黒川 清

4 今 明秀

5 徳田 安春

6 中村 敬彦

7 堀田 知光

8 松村 理司

9 箕輪 良行

10 山中 克郎

11 大久保 和夫


